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昭和 44 年 3 月の地方自治法の改正により、初めて「消費者の保護」が地方

公共団体の固有事務として位置付けられて以来、45 年、地方公共団体におけ

る消費者行政は着実に発展充実してきました。 

静岡県では、昭和 39 年 4 月、当時の商工部商政課内に専管の係である消費

者行政係が設置されて以来、数回の組織改正を経ながら、今日まで 49 年間に

わたって消費者行政を充実させてきました。 

昭和 50 年には、「静岡県消費者保護条例」を制定、平成 11 年には「静岡県

消費者保護条例」を全面改正し、「静岡県消費生活条例」（平成 11 年例第 35

号）を制定し、消費者行政に取り組んできました。  

時代の変化と共に、規制緩和や高度情報化、国際化の進展等により、新しい

商品やサービスが登場し、消費生活を営む上での利便性が向上しましたが、そ

の反面、消費者トラブルの多様化・複雑化、食品等の安全性に対する不安の増

大、消費生活が環境に与える影響への懸念等、消費者を取り巻く経済・社会環

境が大きく変化しました。 

こうした経済・社会環境の変化の中で、県民が安全で安心できる豊かな暮ら

しを実現するためには、消費生活の安定及び向上に関する総合的な施策を計画

的に推進する必要があることから、県では平成 20 年 10 月に「静岡県消費生

活条例」の改正を行い、消費生活に関する基本的な計画を策定することとしま

した。 

そして、静岡県消費生活審議会での審議やパブリックコメントの実施、消費

者団体等の意見や提案の聴取等を経て、平成 22 年４月に「静岡県消費者行政

推進基本計画」を策定し、毎年度進捗状況の評価を行いながら消費者施策を進

めてきたところです。 

年 内               容 

昭和 39 年(1964 年) 商工部商政課に消費者行政係設置 

昭和 43 年(1968 年) 企画調整部に県民生活室設置 

昭和 44 年(1969 年) 県民生活室を県民生活課に改める。 

静岡市に県消費生活センター設置 

昭和 47 年(1972 年) 沼津市に東部消費生活センター設置 

昭和 48 年(1973 年) 県民生活課を消費生活課に改める。 

浜松市に西部消費生活センターを設置 

昭和 50 年(1975 年) 静岡県消費者保護条例制定 

昭和 52 年(1977 年) 静岡県消費者行政総合施策を策定 

昭和 55 年(1980 年) 消費生活課を県民生活課に改める。 

１ 静岡県の消費者行政の沿革 
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昭和 57 年(1982 年) 各消費生活センターを県民サービスセンターに改める。

昭和 63 年(1988 年) 企画調整部内に県民局を設置し県民生活課を県民局消

費生活課に改める。 

平成 3 年(1991 年) 環境・文化部を設置し消費生活課を移管 

県民サービスセンターを県民生活センターに改め、県下

9 か所に設置 

静岡県消費者行政総合施策を改定 

平成 4 年(1992 年) 県民サービスセンターを県行政センターに改める。 

平成 7 年(1995 年) 環境・文化部消費生活課を生活・文化部県民生活課に改

める。 

平成 11 年(1999 年) 県民生活課を県民生活室に改める。 

静岡県消費者保護条例を全面改正し、静岡県消費生活条

例を制定 

平成 17 年(2005 年) 静岡県消費生活条例を一部改正 

県行政センターの廃止に伴い、県下 4 か所に県民生活セ

ンターを設置し、5 か所に県民相談室を設置 

平成 19 年(2007 年) 生活・文化部県民生活室を県民部県民生活室に改める。

平成 20 年(2008 年) 静岡県消費生活条例を一部改正 

消費者基本計画を策定することとする。 

平成 21 年(2009 年) 熱海、富士、藤枝、中遠及び北遠の各県民相談室を廃止

し、賀茂県民生活センターを東部県民生活センター賀茂

県民相談室に再編 

平成 22 年(2010 年) 県民部県民生活室をくらし・環境部県民生活課に改め

る。 

「静岡県消費者行政推進基本計画」（平成 22 年度～平

成 24 年度）を策定 

平成 23 年(2011 年) 県と警察本部の間で「消費生活侵害事犯の被害拡大防止

等に向けた連携に関する協定」を締結 

平成 25 年(2013 年) 静岡県総合計画「富国有徳の理想郷“ふじのくに”のグ

ランドデザイン」と整合性をとるため、「静岡県消費者

行政推進基本計画」の計画期間を平成 25 年度まで１年

延長 

平成 26 年(2014 年) 「第２次静岡県消費者行政推進基本計画」（平成 26 年

度～平成 29 年度）を策定 

「静岡県消費者教育推進計画」（平成 26 年度～平成 29

年度）を策定 
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２ 静岡県消費生活条例 

○静岡県消費生活条例 

平成11年3月19日 

条例第35号 

静岡県消費生活条例をここに公布する。 

静岡県消費生活条例 

静岡県消費者保護条例(昭和50年静岡県条例第47号)の全部を改正する。 

目次 

第1章 総則(第1条－第8条の２) 

第2章 県民の消費生活の安定及び向上に関する施策等 

第1節 啓発活動の推進等(第9条－第12条) 

第2節 消費者の安全の確保(第13条－第16条) 

第3節 規格等の適正化等(第17条－第22条) 

第4節 不当な取引行為の禁止等(第23条－第28条) 

第5節 小規模事業者への配慮(第29条) 

第3章 消費者からの苦情の処理に関する措置等(第30条－第33条) 

第4章 生活関連物資に関する措置(第34条－第36条) 

第5章 静岡県消費生活審議会(第37条) 

第6章 雑則(第38条－第42条) 

附則 

第1章 総則 

 

(目的) 

第1条 この条例は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力等

の格差にかんがみ、県民の消費生活における利益の擁護及び増進を基本とし

た消費生活の安定及び向上に関し、消費者の権利の尊重及びその自立の支援

その他の基本理念を定め、県及び事業者の果たすべき責務、消費者の果たす

べき役割等を明らかにするとともに、県の実施する施策について必要な事項

を定めることにより、県民生活の安定及び向上を図ることを目的とする。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(基本理念) 

第2条 県民の消費生活の安定及び向上は、県民の消費生活における基本的需

要が満たされ、その健全な生活環境が確保される中で、次に掲げる消費者の

権利を尊重するとともに、消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的
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かつ合理的に行動することができるよう消費者の自立を支援することを基本

として、県、事業者、消費者等の相互の信頼と協力の下に実現されなければ

ならない。 

(1) 消費者の安全が確保される権利 

(2) 商品又は役務について、適正な表示等に基づいて選択をする権利 

(3) 商品又は役務の取引について、不当な行為から保護され、及び不当な条

件を強制されない権利 

(4) 商品若しくは役務又はこれらの取引行為により不当に受けた被害から

速やかに救済される権利 

(5) 消費生活を営む上で必要な情報が速やかに提供される権利 

(6) 消費生活に関する意見が県民の消費生活の安定及び向上に関する施策

及び事業者の活動に反映される権利 

(7) 消費生活に関する教育を受け、及び学習の機会が提供される権利 

2 消費者の自立の支援に当たっては、前項各号に掲げる消費者の権利に関し

て事業者による適正な事業活動の確保が図られるとともに、消費者の年齢そ

の他の特性に配慮されなければならない。 

3 県民の消費生活の安定及び向上は、高度情報通信社会の進展に的確に対応

することに配慮して行われなければならない。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(県の責務) 

第3条 県は、前条の消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理

念にのっとり、経済社会の発展に即応して、県民の消費生活の安定及び向上

に関する総合的な施策を策定し、及びこれを実施するものとする。 

2 県は、前項の施策を実施する上で市町が果たす役割の重要性にかんがみ、

同項の施策を市町と協力して実施するとともに、市町が消費生活の安定及び

向上に関する施策を実施しようとする場合には、その求めに応じて、技術的

助言その他の必要な支援を行うものとする。 

(一部改正〔平成17年条例39号・19年42号〕) 

 

(事業者の責務) 

第4条 事業者は、第2条の消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基

本理念にのっとり、その供給する商品又は役務について、次に掲げる責務を

有する。 

(1) 消費者の安全の確保並びに規格、表示、容器及び包装並びに取引行為の

適正化その他必要な措置を講じ、かつ、品質その他の内容の向上、価格の
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安定及び流通の円滑化を図ること。 

(2) 消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に提供すること。 

(3) 消費者との取引に関して、消費者の知識、経験及び財産の状況等に配慮

すること。 

(4) 取引に関して知り得た消費者の個人に関する情報を適正に取り扱うこ

と。 

(5) 消費者との間に生じた苦情を適切かつ迅速に処理し、及びその事業活動

に消費者の意見を反映させるとともに、これらに必要な体制を整備するこ

と。 

(6) 県が実施する消費生活の安定及び向上に関する施策に協力すること。 

2 事業者は、その事業活動に関し自らが遵守すべき基準を作成すること等に

より消費者の信頼を確保するよう努めなければならない。 

(全部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(事業者団体の役割) 

第5条 事業者団体は、事業者の自主的な取組を尊重しつつ、事業者と消費者

との間に生じた苦情の処理の体制の整備、事業者自らがその事業活動に関し

遵守すべき基準の作成の支援その他の消費者の信頼を確保するための自主的

な活動に努めるものとする。 

(全部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(消費者の役割) 

第6条 消費者は、経済社会の発展に即応して、自ら進んで、消費生活に関す

る必要な知識を修得し、及び情報を収集することにより、自主的かつ合理的

に行動するとともに、県が実施する消費生活の安定及び向上に関する施策に

協力するよう努めるものとする。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(消費者団体の役割) 

第7条 消費者団体は、消費生活に関する情報の収集及び提供並びに意見の表

明、消費者に対する啓発及び教育、消費者の被害の防止及び救済のための活

動その他の消費者の消費生活の安定及び向上を図るための健全かつ自主的な

活動に努めるものとする。 

(追加〔平成17年条例39号〕) 

 

(環境への配慮) 
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第8条 県は、消費生活の安定及び向上に関する施策の策定及び実施に当たっ

ては、消費生活が環境に及ぼす影響に配慮するものとする。 

2 事業者は、商品又は役務の供給に当たっては、環境の保全に資するため、

再商品化が容易な容器及び包装の使用その他必要な措置を講じ、環境への負

荷(静岡県環境基本条例(平成8年静岡県条例第24号)第2条第1項に規定する

環境への負荷をいう。以下同じ。)の低減を図るよう努めなければならない。 

3 消費者は、商品の選択、使用及び廃棄並びに役務の選択及び利用に当たっ

ては、環境に及ぼす影響に配慮し、環境への負荷の低減を図るよう努めるも

のとする。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

（消費者基本計画） 

第 8 条の 2 知事は、県民の消費生活の安定及び向上に関する総合的な施策（以

下この条において「消費者施策」という。）の計画的な推進を図るため、消費

者施策に関する基本的な計画（以下「消費者基本計画」という。）を定めるも

のとする。 

２ 消費者基本計画は、消費者施策の大綱その他消費者施策の計画的な推進を

図るために必要な事項について定めるものとする。 

３ 知事は、消費者基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、広く県民の

意見を聴くとともに、静岡県消費生活審議会に意見を求めるものとする。 

４ 知事は、消費者基本計画を定めたときは、これを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、消費者基本計画の変更について準用する。 

(追加〔平成20年条例42号〕) 

 

第2章 県民の消費生活の安定及び向上に関する施策等 

第1節 啓発活動の推進等 

 

(啓発活動及び教育の推進) 

第9条 知事は、消費者の自立を支援するため、商品及び役務、これらの取引

行為並びに消費生活が環境に及ぼす影響に関する知識の普及及び情報の提供、

生活設計に関する知識の普及等消費者に対する啓発活動を推進するものとす

る。 

2 知事は、消費者が生涯にわたって消費生活について学習することができる

ようにするため、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて消費生

活に関する教育を充実するものとする。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 
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(消費者の組織活動の促進) 

第10条 知事は、消費者の自立を支援するため、消費者の健全かつ自主的な組

織活動が促進されるよう必要な施策を講ずるものとする。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(消費者等の意見の反映等) 

第11条 知事は、県民の消費生活の安定及び向上に関する施策の策定及び実施

に当たっては、消費者、消費者団体、静岡県消費生活審議会及び静岡県消費

生活モニター(消費生活についての意見、要望、情報等を把握するため、知事

が消費者のうちから委嘱した者をいう。)の意見を反映させるとともに、当該

施策の策定及び実施の過程の透明性を確保するよう努めるものとする。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(試験、検査等の機能の整備等) 

第12条 知事は、県民の消費生活の安定及び向上を図るため、商品又は役務の

試験、検査等を行う機能を整備し、及び拡充するとともに、その実施した試

験、検査等の結果についての情報を必要に応じて消費者に提供するものとす

る。 

第2節 消費者の安全の確保 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(安全確保の措置) 

第13条 事業者は、消費者の安全を確保するため、その供給する商品又は役務

の生産、販売等に関して必要な措置を講じなければならない。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(安全に関する調査等) 

第14条 知事は、事業者が供給する商品又は役務が消費者の安全を害し、又は

害するおそれがあると認めるときは、速やかに必要な調査を行うとともに、

必要があると認めるときは、当該調査の結果についての情報を消費者に提供

することができる。 

2 知事は、前項の調査のため必要があると認めるときは、当該商品又は役務

を供給する事業者に対し、当該商品又は役務についてその安全性を明らかに

するよう求めることができる。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 
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(指導、勧告等) 

第15条 知事は、事業者が供給する商品又は役務が消費者の安全を害し、又は

害するおそれがあると認めるときは、法令に特別の定めがある場合を除き、

当該事業者に対し、当該商品又は役務の供給の中止、当該商品の回収その他

必要な措置を執るよう指導し、又は勧告することができる。 

2 知事は、前項の規定による指導又は勧告をした場合において必要があると

認めるときは、当該事業者に対し、当該指導又は勧告に基づいて執った措置

の内容及びその結果について報告を求めることができる。 

3 知事は、消費者の安全を確保するため必要があると認めるときは、第1項の

規定による指導又は勧告に基づいて当該事業者が執った措置の内容及びその

結果についての情報を消費者に提供することができる。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(緊急安全確保措置) 

第16条 知事は、商品又は役務が消費者の安全を相当程度に害し、又は害する

おそれがあると認める場合において、消費者の安全を確保するため緊急の必

要があると認めるときは、法令に特別の定めがある場合を除き、直ちに、当

該商品又は役務の名称、当該商品又は役務を供給する事業者の住所及び氏名

又は名称その他必要な情報を消費者に提供するものとする。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

第3節 規格等の適正化等 

 

(規格の適正化) 

第17条 事業者及び事業者団体は、商品の品質の改善及び県民の消費生活の合

理化に寄与するため、商品について適正な規格を定めるよう努めなければな

らない。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(表示の適正化) 

第18条 事業者は、その供給する商品又は役務について、消費者がその購入若

しくは使用又は利用に際し、その選択等を誤ることがないようにするため、

品質、価格、内容等を適正に表示するよう努めなければならない。 

2 事業者は、その供給する商品又は役務の使用又は利用により消費者の安全

を害するおそれがある場合には、前項に定めるもののほか、その具体的内容、

安全を確保するための使用又は利用の方法等を適正に表示するよう努めなけ
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ればならない。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(容器及び包装の適正化) 

第19条 事業者は、その供給する商品について、消費者が誤認し、又は消費者

の負担が著しく増大することのないようにするため、適正に容器を用い、及

び包装を行うよう努めなければならない。 

 

(規格等の適正化の指導) 

第20条 知事は、前3条の規定による規格、表示並びに容器及び包装の適正化

の推進を図るため、事業者に対し、必要な指導を行うよう努めるものとする。 

 

(県の規格又は基準の設定) 

第21条 知事は、県民の消費生活の安定及び向上を図るため特に必要があると

認めるときは、法令に特別の定めがある場合を除き、事業者が供給する商品

について規格を定め、及び事業者が供給する商品又は役務について表示等の

基準を定めることができる。 

2 知事は、前項の規定により規格又は基準を定めようとするときは、静岡県

消費生活審議会の意見を聴くものとする。 

3 知事は、第1項の規定により規格又は基準を定めたときは、これを告示する

ものとする。 

4 前2項の規定は、第1項の規定により定めた規格又は基準の変更又は廃止に

ついて準用する。 

 

(県の規格又は基準への適合義務) 

第22条 事業者は、前条の規定により規格又は基準が定められているときは、

当該規格又は基準に適合する商品又は役務を供給しなければならない。 

2 知事は、事業者が前項の規定に違反していると認めるときは、当該事業者

に対し、当該規格又は基準に適合する商品又は役務を供給するよう指導し、

又は勧告することができる。 

第4節 不当な取引行為の禁止等 

 

(取引行為の適正化) 

第23条 事業者は、消費者との間で行う商品又は役務の取引行為を適正に行う

よう努めなければならない。 
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(取引行為の適正化の指導) 

第24条 知事は、前条の規定による取引行為の適正化の推進を図るため、事業

者に対し、必要な指導を行うよう努めるものとする。 

 

(不当な取引行為の指定) 

第25条 知事は、消費者が受けることのある被害の防止を図るため特に必要が

あると認めるときは、事業者が行う消費者に不当に不利益を与えるおそれの

ある取引行為を不当な取引行為として指定することができる。 

2 知事は、前項の規定により不当な取引行為を指定しようとするときは、静

岡県消費生活審議会の意見を聴くものとする。 

3 知事は、第1項の規定により不当な取引行為を指定したときは、これを告示

するものとする。 

4 前2項の規定は、第1項の規定による不当な取引行為の指定の解除について

準用する。 

 

(不当な取引行為の禁止) 

第26条 事業者は、消費者との間で行う商品又は役務の取引において、前条第

1項の規定により指定された不当な取引行為(以下「不当取引行為」という。)

を行ってはならない。 

2 知事は、不当取引行為が行われているとき又は行われている疑いがあると

きは、速やかに必要な調査を行うとともに、必要があると認めるときは、当

該調査の結果についての情報を消費者に提供することができる。 

3 知事は、前項の調査のため必要があると認めるときは、当該不当取引行為

に係る事業者に対し、文書若しくは口頭による説明を求め、又は資料の提出

を求めることができる。 

 

(指導、勧告等) 

第27条 知事は、事業者が不当取引行為を行っていると認めるときは、当該事

業者に対し、当該不当取引行為の改善を指導し、又は勧告することができる。 

2 知事は、前項の規定による指導又は勧告をした場合において必要があると

認めるときは、当該事業者に対し、当該指導又は勧告に基づいて執った措置

の内容及びその結果について報告を求めることができる。 

3 知事は、不当取引行為による消費者の被害の防止を図るため必要があると

認めるときは、第1項の規定による指導又は勧告に基づいて当該事業者が執

った措置の内容及びその結果についての情報を消費者に提供することができ

る。 
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(重大な被害についての情報提供) 

第28条 知事は、不当取引行為による被害の重大性等を考慮し、当該被害の防

止を図るため必要があると認めるときは、速やかに、当該不当取引行為に係

る事業者の住所及び氏名又は名称その他必要な情報を消費者に提供するもの

とする。 

2 知事は、前項の規定による情報の提供をしようとするときは、静岡県行政

手続条例(平成7年静岡県条例第35号)第3章第3節の規定の例により、当該事

業者について、意見陳述のための手続を執るものとする。 

第5節 小規模事業者への配慮 

 

第29条 知事は、県民の消費生活の安定及び向上に関する施策の実施に当たり

特に必要があると認めるときは、小規模事業者に対し、技術的な援助及び資

金の融資を行うことができる。 

第3章 消費者からの苦情の処理に関する措置等 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(苦情の処理) 

第30条 知事は、消費者から苦情(事業者が供給する商品又は役務に関して消

費者と事業者との間に生じた苦情をいう。以下同じ。)の処理の申出があった

ときは、当該苦情の内容を調査し、市町との連携を図りつつ、主として高度

の専門性又は広域の見地への配慮を必要とする苦情の処理のあっせん等の措

置を行うものとする。 

2 知事は、前項の措置を行うため必要があると認めるときは、当該苦情に係

る事業者、消費者その他関係者に対し、文書若しくは口頭による説明を求め、

又は資料の提出を求めることができる。 

3 知事は、消費者からの苦情が専門的知見に基づいて適切かつ迅速に処理さ

れるようにするため、人材の確保及び資質の向上その他の必要な施策を講ず

るよう努めるものとする。 

(一部改正〔平成17年条例39号・19年42号〕) 

 

(静岡県消費生活審議会のあっせん及び調停) 

第31条 知事は、前条第1項の規定による処理の申出のあった苦情であって、

その解決が著しく困難であると認めるものについては、静岡県消費生活審議

会のあっせん又は調停に付することができる。 

2 静岡県消費生活審議会は、前項のあっせん又は調停を行うため必要がある
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と認めるときは、当該苦情に係る事業者、消費者その他関係者に対し、文書

若しくは口頭による説明を求め、又は資料の提出を求めることができる。 

 

(消費者訴訟費用の貸付け) 

第32条 知事は、消費者が事業者に対して提起する訴訟であって、次の各号に

該当し、かつ、静岡県消費生活審議会が適当と認めたものに要する費用を、

当該訴訟を提起した者に対し、貸し付けることができる。 

(1) 前条第1項の規定による静岡県消費生活審議会の調停によっては解決さ

れない苦情に係るもの 

(2) 同一又は同種の原因による被害が多数発生し、又は発生するおそれがあ

る商品又は役務に係るもの 

(3) 1件当たりの被害額が規則で定める額を超えないもの 

(4) その他規則で定める要件に該当するもの 

 

(貸付金の返還) 

第33条 前条の規定による貸付けを受けた者は、当該貸付けに係る訴訟が終了

したときは、規則で定めるところにより、当該貸付けに係る貸付金を返還し

なければならない。 

2 知事は、前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、規則で定

めるところにより、当該貸付金の全部又は一部の返還を猶予し、又は免除す

ることができる。 

第4章 生活関連物資に関する措置 

 

(価格動向等の調査) 

第34条 知事は、県民生活の安定を図るため必要があると認めるときは、県民

の消費生活との関連性が高い物資(以下「生活物資」という。)について、価格

の動向、需給の状況等を調査するものとする。 

2 事業者は、前項の規定による調査に協力しなければならない。 

 

(生活物資の供給の協力要請) 

第35条 知事は、生活物資の円滑な供給を確保するため必要があると認めると

きは、当該生活物資に係る事業者に対し、その供給について協力を求めるも

のとする。 

 

(特定生活物資) 

第36条 知事は、生活物資の価格が異常に上昇し、又は上昇するおそれがある
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場合において、当該生活物資の買占め又は売惜しみが行われ、又は行われる

おそれがあると認めるときは、法令に特別の定めがある場合を除き、当該生

活物資を特定生活物資として指定することができる。 

2 知事は、前項に規定する事態が消滅したと認めたときは、同項の規定によ

る指定を解除するものとする。 

3 知事は、前2項の規定により生活物資を特定生活物資として指定し、又は解

除したときは、これを告示するものとする。 

4 知事は、事業者が第1項の規定により特定生活物資として指定された生活物

資(以下「特定生活物資」という。)を買占め又は売惜しみにより多量に保有し

ていると認めるときは、当該事業者に対し、売渡しをすべき期限及び数量を

定めて、当該特定生活物資を適正な価格で売り渡すよう指導し、又は勧告す

ることができる。 

第5章 静岡県消費生活審議会 

 

第37条 県に、静岡県消費生活審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

2 審議会は、この条例の規定によりその権限に属することとされた事項を処

理するほか、知事の諮問に応じ、県民の消費生活の安定及び向上に関する重

要事項を調査審議する。 

3 審議会は、前項に規定する事項に関して、知事に意見を述べることができ

る。 

4 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

第6章 雑則 

 

(知事に対する申出) 

第38条 消費者は、この条例の規定に違反する事業活動が行われることにより、

又はこの条例に規定する措置が執られないことにより、第2条第1項に掲げる

消費者の権利が侵害されている疑いがあるときは、知事に対し、その旨を申

し出て、適当な措置を執るべきことを求めることができる。 

2 知事は、前項の規定による申出があったときは、必要な調査を行い、その

申出の内容が事実であると認めるときは、この条例に基づいて適当な措置を

執るものとする。 

(一部改正〔平成17年条例39号〕) 

 

(立入調査等) 

第39条 知事は、第14条第1項、第15条第1項、第22条第2項、第26条第2

項、第27条第1項及び前条第2項の規定の施行に必要な限度において、商品
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又は役務に係る事業者に対し報告を求め、又はその職員に、当該事業者の事

務所、工場、事業場、店舗、倉庫若しくは住居に立ち入り、帳簿、書類その

他の物件を調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

2 知事は、第36条第4項の規定の施行に必要な限度において、特定生活物資

に係る事業者に対し報告を求め、又はその職員に、当該事業者の事務所、工

場、事業場、店舗、倉庫若しくは住居に立ち入り、帳簿、書類その他の物件

を調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

3 知事は、前項の規定により立入調査又は質問をさせた場合において、特に

必要があると認めるときは、当該特定生活物資を保管していると認められる

者の倉庫その他の場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を調査させ、若

しくは関係者に質問させることができる。 

4 前3項の規定により立入調査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

5 第1項から第3項までの規定による立入調査及び質問の権限は、犯罪捜査の

ために認められたものと解釈してはならない。 

 

(公表) 

第40条 知事は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その旨及び

当該勧告等の内容を公表することができる。 

(1) 第15条第1項、第22条第2項、第27条第1項又は第36条第4項の規定

による勧告に従わなかったとき。 

(2) 第14条第2項、第26条第3項、第30条第2項又は第31条第2項の規定

による求めに正当な理由がなく従わなかったとき。 

(3) 前条第1項又は第2項の規定による報告を求められて、正当な理由がな

くこれに従わず、若しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による調査

を、正当な理由がなく、拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

2 第28条第2項の規定は、前項の規定による公表について準用する。 

 

(関係行政機関への協力要請等) 

第41条 知事は、この条例の施行に関し必要があると認めるときは、他の地方

公共団体又は国の行政機関の長に対して、情報の提供、調査の依頼その他の

協力を求めるとともに、協力を求められたときは、その求めに応ずるよう努

めるものとする。 

 

(委任) 

第42条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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附 則 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

2 この条例の施行前に静岡県消費者保護条例(昭和50年静岡県条例第47号)

の規定によりなされた勧告その他の行為は、この条例の相当規定によりなさ

れた行為とみなす。 

附 則(平成17年3月25日条例第39号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成19年3月20日条例第42号抄) 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成20年10月24日条例第42号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 
3 用語の説明 

 

 

○消費者委員会 

消費者庁を含めた各府省庁の消費者行政全般に対して監視機能を有する独立

した第三者機関として、2009 年９月に設置された。消費者行政に関わる重

要事項について調査審議するとともに、内閣総理大臣に対し勧告・報告要求

を行い、関係する行政機関に対して資料要求等を行い、重要事項について建

議等を行う機関。 

 

○リスクコミュニケーション 

施策の策定に当たって、消費者等の意見を施策に反映し、当該施策の策定の

過程の公正性・透明性を確保するため、消費者の安全に対するリスクについ

て情報・意見の交換を行うこと。 

 

○トレーサビリティ 

トレース（追跡）とアビリティ（可能）の２つの用語を合わせた言葉で、直

訳すると「追跡できる可能性、能力」という意味。食品トレーサビリティは、

生産、処理・加工、流通・販売の各段階で食品の仕入先、販売先、生産・製

造方法などを記録・保管し、食品とその情報を追跡できるようにすること。 

 

○社会的価値行動 

「食育の観点及び地産地消の観点から商品を選択する」「環境に配慮した商品

を選択する」「モノを大切にする」など、自分の消費行動が、現在及び将来の

世代にわたって、内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るもの

であることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に寄与する行動をい

う。それは、消費者市民社会の形成に参画することに通じる行動である。 

 

○消費者市民社会 

消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、

自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経

済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものであることを自覚して、公正か

つ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会をいう。（消費者教育推進法

第２条） 
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○しずおか農林水産物認証制度 

県内で生産されている農林水産物への消費者の安心と信頼を確保することを

目的に、農林水産物の「生産から出荷までの工程全体を安全に管理する取り

組み」と、「ホームページや問い合せ窓口などを通して生産情報を提供する取

り組み」について、約 40 項目の認証基準に適合した取り組みを行っている

農林水産物の生産者と品目を認証する制度。 

 

○栄養成分表示店登録制度 

外食料理や惣菜を利用する方の健康づくりを支援するため、提供される料理

のエネルギー、脂質、食塩相当量などの栄養成分表示をしている飲食店、惣

菜店などの登録制度。 

 

○裁判所調停 

生活の中で生じる身近なトラブルや事業の立て直し、親族間の問題などにつ

いて、裁判所の調停機関が，当事者の間に入って話し合い、解決を図る制度。 

 

○裁判外紛争処理機関 

 裁判外で、調停、あっせん等の紛争解決業務を行う民間事業者のうち、法務

大臣が、法定の基準・要件に適合しているものとして認証した機関。 

 

○静岡県多重債務者問題改善アクションプラン 

平成 19 年 4 月に国（内閣府）が示した「多重債務問題改善プログラム」を

受け、静岡県多重債務者対策会議においてまとめた、静岡県としての多重債

務者対策プログラム。 

 

○環境基本計画 

国や都道府県、市町村における環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るため、環境保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱を定め

るもの。国では、環境基本法に基づき、平成 24 年４月に第４次環境基本計

画を策定した。また、本県は、環境基本条例に基づき、平成 23 年 3 月に第

３次静岡県環境基本計画を策定した。県下の市町については、平成 25 年４

月現在、21 市２町で策定されている。 
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－63－ 

＜本文中に出てくる法令＞   

 

※１  消費者基本法（昭和 43 年法律第 78 号） 

※２ 消費者教育推進法…消費者教育の推進に関する法律（平成 24 年法律第 61

号） 

※３ 消費者安全法（平成 21 年法律第 50 号） 

※４ 特定商取引法…特定商取引に関する法律（昭和 51 年法律第 57 号） 

※５ JAS 法…農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和 25 年

法律第 175 号） 

※６ 食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号) 

※７ 健康増進法（平成 14 年法律第 103 号） 

※８ 食品表示法（平成 25 年法律第 70 号） 

※９ 割賦販売法（昭和 36 年法律第 159 号） 

※10 貸金業法（昭和 58 年法律第 32 号） 

※11 消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する

法律（平成 25 年法律第 96 号） 

※12 第２次一括法…地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律（平成23年法律第37号） 

※13 消費生活用製品安全法（昭和48年法律第31号） 

※14 家庭用品品質表示法（昭和37年法律第104号） 

※15 米トレーサビリティ法…米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝

達に関する法律（平成21年法律第26号） 

※16 景品表示法…不当景品類及び不当表示防止法（昭和 37 年法律第 134 号） 

※17 容器包装リサイクル法…容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関

する法律（平成７年法律第 112 号） 

※18 県事務処理特例条例…静岡県事務処理の特例に関する条例（平成 11 年静岡

県条例第 56 号） 


